
 

平成２６年度第１回小樽市子ども・子育て会議 

 

小樽市子ども・子育て支援事業計画について 

 

 

子ども・子育て支援法 (一部抜粋) 

 

（基本指針） 

第６０条 内閣総理大臣は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制を整備し、 

子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業の円滑な実施の確保その他子ども・ 

子育て支援のための施策を総合的に推進するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）

を定めるものとする。 

 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第６１条 市町村は、基本指針に即して、５年を１期とする教育・保育及び地域子ども・子育て

支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市 

町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。 

２ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提供するた 

めの施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域（以下「教育・保育提供 

区域」という。）ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の特定教育・保育施設に係 

る必要利用定員総数（第１９条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとの必要利

用定員総数とする。）、特定地域型保育事業所（事業所内保育事業所における労働者等の監護

する小学校就学前子どもに係る部分を除く。）に係る必要利用定員総数（同項第３号に掲げ 

る小学校就学前子どもに係るものに限る。）その他の教育・保育の量の見込み並びに実施し 

ようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

(2) 教育・保育提供区域ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の地域子ども・子育て

 支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の 

確保の内容及びその実施時期 

(3) 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関 

 する体制の確保の内容 

３ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、前項各号に規定するもののほか、次に掲げ 

る事項について定めるよう努めるものとする。 

(1) 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保に関する 

 事項 

(2) 保護を要する子どもの養育環境の整備、児童福祉法第４条第２項に規定する障害児に対 

 して行われる保護並びに日常生活上の指導及び知識技能の付与その他の子どもに関する専 

門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携に関する事項 

(3) 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整 

備に関する施策との連携に関する事項 

４ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、教育・保育提供区域における子どもの数、子どもの 

保護者の特定教育・保育施設等及び地域子ども・子育て支援事業の利用に関する意向その他の 
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事情を勘案して作成されなければならない。 

５ 市町村は、教育・保育提供区域における子ども及びその保護者の置かれている環境その他の 

事情を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村子ども・子育て支援事業計画を 

作成するよう努めるものとする。 

６ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、社会福祉法第１０７条に規定する市町村地域福祉計 

画、教育基本法第１７条第２項の規定により市町村が定める教育の振興のための施策に関する

基本的な計画（次条第４項において「教育振興基本計画」という。）その他の法律の規定による

計画であって子どもの福祉又は教育に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなけれ 

ばならない。 

７ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あら 

かじめ、第７７条第１項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその意 

見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見 

を聴かなければならない。 

８ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あら 

かじめ、インターネットの利用その他の内閣府令で定める方法により広く住民の意見を求める 

ことその他の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

９ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あら 

かじめ、都道府県に協議しなければならない。 

10 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、こ 

れを都道府県知事に提出しなければならない。 

 

 

 

 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針（案） (一部抜粋) 

※「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども・子育て支援給付及び地域子ど

も・子育て支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針」という件名の内閣府告示として出すことを予定

 

～ 略 ～ 

 

第三 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する事項 

 

一 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する基本的事項 

 

１ 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する基本的事項 

市町村及び都道府県は、法の基本理念及び第一の子ども・子育て支援の意義に関する事

項を踏まえ、子ども・子育て支援事業計画を作成すること。その際、次世代育成支援対策

推進法（平成１５年法律第１２０号）に基づき作成する地域行動計画に記載して実施して

いる次世代育成支援対策に係る分析、評価を行うこと。 

 

２ 子ども・子育て支援事業計画の作成のための体制の整備等 

子ども・子育て支援事業計画の作成に当たっては、市町村及び都道府県は、例えば担当

部局の一元化を行うなど関係部局間の連携を促進し、必要な体制の整備を図るとともに、



法第７７条第１項及び第４項に規定する審議会その他の合議制の機関又は子どもの保護者

その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴くこと。 

 

（一） 市町村及び都道府県の関係部局相互間の連携 

子ども・子育て支援事業計画の作成に当たっては、認定こども園、幼稚園、保育所等

及び地域子ども・子育て支援事業等の担当部局が相互に連携することができる体制を整

備することが必要であり、第二の二の１に基づき、例えば関係部局を一元化するなど、

円滑な事務の実施が可能な体制を整備すること。 

 

（二） 子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見の聴取 

子ども・子育て支援事業計画を地域の実情に即した実効性のある内容のものとするた

めには、地域の関係者の意見を反映することが必要である。このため、法第６１条第７

項及び第６２条第５項の規定に基づき、市町村及び都道府県は、法第７７条第１項及び

第４項に規定する審議会その他の合議制の機関を設置している場合はその意見を、その

他の場合は子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなけれ

ばならないこと。 

 

（三） 市町村間及び市町村と都道府県との間の連携 

市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に当たって、二の２の（二）の

(1)に規定する市町村域を超えた教育・保育等の利用が行われている場合等必要な場合に

は、量の見込み並びに提供体制の確保の内容及びその実施時期等について、関係市町村

と調整を行うこと。 

都道府県は、法第６１条第９項の規定による市町村子ども・子育て支援事業計画の協

議を受け、調整を行うことにより、教育・保育施設及び地域型保育事業の整備等に関す

る広域調整を行う役割を有している。このため、子ども・子育て支援事業計画を作成す

る過程では、市町村と都道府県との間の連携を図ることが必要である。 

具体的には、市町村は、四半期ごと等の都道府県が定める一定の期間ごとに、市町村

子ども・子育て支援事業計画の作成の進捗状況等の都道府県が定める事項を、都道府県

に報告すること。 

また、市町村が市町村子ども・子育て支援事業計画を作成するに当たって、私立幼稚

園の運営の状況等を円滑に把握することができるよう、都道府県は、市町村に必要な支

援を行うこと。 

 

３ 教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の利用状況及び利用希望の把握 

 

（一） 現状の分析 

市町村子ども・子育て支援事業計画については、地域の人口構造や産業構造等の地域

特性、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の利用の現状、利用希望の実情、教

育・保育施設等の地域資源の状況、更には子どもと家庭を取り巻く環境等の現状を分析

して、それらを踏まえて作成することが必要である。 

 

（二） 現在の利用状況及び利用希望の把握 

市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に当たり、教育・保育及び地域

子ども・子育て支援事業の現在の利用状況を把握するとともに、保護者に対する調査等

（以下「利用希望把握調査等」という。）を行い、これらを踏まえて教育・保育及び地域



子ども・子育て支援事業の量の見込みを推計し、具体的な目標設定を行うこと。 

利用希望把握調査等の実施に当たっては、当該調査結果を踏まえて作成する市町村子

ども・子育て支援事業計画及び市町村子ども・子育て支援事業計画を踏まえて作成する

都道府県子ども・子育て支援事業支援計画が、教育・保育施設及び地域型保育事業の認

可及び認定の際の需給調整の判断の基礎となることを勘案して、地域の実情に応じた適

切な区域で行うこと。 

また、都道府県は、利用希望把握調査等が円滑に行われるよう、市町村に対する助言、

調整等に努めること。その際、認可外保育施設及び私立幼稚園の運営の状況等について

市町村に対する情報提供を行う等、密接に連携を図ること。 

 

４ 計画期間における数値目標の設定 

市町村及び都道府県は、地域の子どもが必要な教育・保育及び地域子ども・子育て支援

事業を効果的、効率的に利用できるよう、二の２の（一）及び３の（一）並びに四の２の

（一）に基づき、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の現在の利用状況及び利用

希望を把握し、地域の実情に応じて、子ども・子育て支援事業計画において、計画期間内

における量の見込みを設定すること。 

 

５ 住民の意見の反映 

市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、２の（二）

により、法第７７条第１項及び第４項に規定する審議会その他の合議制の機関又は子ども

の保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴くほか、法第６１条第８項の

定めるところにより、あらかじめ、地域住民の意見を反映させるために必要な措置を講ず

るよう努めること。 

 

６ 他の計画との関係 

子ども・子育て支援事業計画は、地域福祉計画（社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）

第１０７条に規定する市町村地域福祉計画及び同法第１０８条に規定する都道府県地域福

祉支援計画をいう。）、教育振興基本計画（教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第１

７条第２項の規定により市町村又は都道府県が定める教育の振興のための施策に関する基

本的な計画をいう。）、母子家庭及び寡婦自立促進計画（母子及び寡婦福祉法（昭和３９年

法律第１２９号）第１１条第２項第３号に規定する母子家庭及び寡婦自立促進計画をいう。

以下同じ。）、障害者計画（障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条第２項に規

定する都道府県障害者計画及び同条第３項に規定する市町村障害者計画をいう。）、児童福

祉法第５６条の４の２第１項に規定する市町村整備計画（以下「市町村整備計画」という。）

その他の法律の規定により市町村又は都道府県が作成する計画であって、子ども・子育て

支援に関する事項を定めるもの並びに放課後子どもプラン事業計画その他の子ども・子育

て支援に関する事項を定める計画との間の調和が保たれたものとすることが必要である。

なお、他の法律の規定により市町村又は都道府県が作成する計画であって、子ども・子

育て支援事業計画と盛り込む内容が重複するものについては、子ども・子育て支援事業計

画と一体のものとして作成して差し支えない。 

 

二 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する基本的記載事項 

市町村子ども・子育て支援事業計画において定めることとされた事項は、次に掲げる事項

その他別表第一に掲げる事項とする。 

なお、指定都市等及び児童相談所設置市（児童福祉法第５９条の４第１項に規定する児童



相談所設置市をいう。以下同じ。）にあっては、本指針において都道府県子ども・子育て支援

事業支援計画に盛り込まれている内容のうち、指定都市等及び児童相談所設置市が処理する

こととされているものについては、適切に市町村子ども・子育て支援事業計画に盛り込むこ

とが必要である。 

 

１ 教育・保育提供区域の設定に関する事項 

市町村は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用

状況、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して、

小学校区単位、中学校区単位、行政区単位等、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居

宅より容易に移動することが可能な区域（以下「教育・保育提供区域」という。）を定め 

る必要がある。その際、教育・保育提供区域は、２の(二)の(２)に規定する地域型保育事

業の認可の際に行われる需給調整の判断基準となることを踏まえて設定すること。 

この場合において、教育・保育提供区域は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事

業を通じて共通の区域設定とすることが基本となる。一方、教育・保育提供区域は、２の

（二）の(２)に規定する地域型保育事業の認可の際に行われる需給調整の判断基準となる

こと等から、法第１９条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分（以下「認定区分」

という。）ごと、地域子ども・子育て支援事業の事業ごとに教育・保育施設等及び地域子ど

も・子育て支援事業の広域利用の実態が異なる場合には、実態に応じて、これらの区分又

は事業ごとに設定することができる。 

なお、市町村整備計画を作成する場合には、当該市町村整備計画に記載する保育提供区

域（児童福祉法第５６条の４の２第２項第１号に規定する保育提供区域をいう。）は、当該

教育・保育提供区域と整合性が取れたものとすること。 

 

２ 各年度における教育・保育の量の見込み並びに実施しようとする教育・保育の提供体制

の確保の内容及びその実施時期に関する事項 

 

(一) 各年度における教育・保育の量の見込み 

各年度における教育・保育提供区域ごとの教育・保育の量の見込みについては、市町

村子ども・子育て支援事業計画を作成しようとするときにおける当該市町村に居住す

る子ども及びその保護者の教育・保育の利用状況及び利用希望把握調査等により把握

する利用希望を踏まえて作成すること。具体的には、教育・保育の利用状況及び利用

希望を分析し、かつ評価し、参酌標準（市町村子ども・子育て支援事業計画において

教育・保育の量の見込みを定めるに当たって参酌すべき標準として別表第二に掲げる

ものをいう。別表第一において同じ。）を参考として、次に掲げる区分ごとに、それぞ

れ次に掲げる必要利用定員総数(３)については、特定教育・保育施設に係る必要利用

定員総数及び特定地域型保育事業所（法第２９条第３項第１号に規定する特定地域型

保育事業所をいう。以下同じ。）に係る必要利用定員総数の合計）を定める。 

その際、教育・保育提供区域ごとに均衡の取れた教育・保育の提供が行われるよう、

地域の実情に応じた見込量を定めるとともに、必要利用定員総数の算定に当たっての

考え方を示すことが必要である。 

また、都市部を中心とする待機児童の存在に対応した基盤整備を図るため、市町村

子ども・子育て支援事業計画において必要な教育・保育の量を見込むに当たっては、

満３歳未満の子どもに待機児童が多いことに鑑み、地域の実情に応じて、満３歳未満

の子どもの数全体に占める、認定こども園、保育所又は地域型保育事業に係る法第１

９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する満３歳未満の子どもの利用



定員数の割合（以下「保育利用率」という。）について、計画期間内における目標値を

設定すること。その際、満３歳未満の子どもであって地域型保育事業の利用者が満３

歳に到達した際に円滑に教育・保育施設に移行することが可能となるよう配慮する必

要がある点に留意が必要である。 

保育利用率の設定においては、市町村は、現在の保育の利用状況及び利用希望を踏

まえ、計画期間内の各年度における目標を設定すること。 

必要利用定員総数及び保育利用率を定める際に、必要に応じて、地域の実情を踏ま

えて社会的流出入等を勘案することができる。この場合には、法第７７条第１項及び

第４項に規定する審議会その他の合議制の機関等（以下「地方版子ども・子育て会議」

という。） においてその算出根拠を調査審議するなど、必要利用定員総数の算出根拠

の透明化を図ること。 

(1) 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する子ども特定教 

育・保育施設（法第２７条第１項に規定する特定教育・保育施設をいう。以下同

じ。）（認定こども園及幼稚園に限る。）に係る必要利用定員総数（特定教育・保育

施設に該当しない幼稚園に係るものを含む。） 

(2) 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する子ども特定教 

育・保育施設（認定こども園及び保育所に限る。）に係る必要利用定員総数（認可

外保育施設等を利用する小学校就学前子どものうち保育を必要とする者を含む。）

(3) 法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する子ども満１歳 

未満並びに満１歳及び満２歳の区分（以下「年齢区分」という。）ごとの特定教育・

保育施設（認定こども園及び保育所に限る。）及び特定地域型保育事業所（事業所

内保育事業所（法第４３条第１項に規定する事業所内保育事業所をいう。以下同

じ。）にあっては、同項に規定する労働者等の監護する小学校就学前子どもに係る

部分（以下「労働者枠」という。）を除く。）に係る必要利用定員総数の合計数（認

可外保育施設等を利用する小学校就学前子どものうち保育を必要とする者を含 

む。） 

 

(二) 実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

 

(1) 実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

市町村子ども・子育て支援事業計画においては、教育・保育提供区域ごと及び次

のアからウまでに掲げる区分ごとに、それぞれ次のアからウまでに掲げる特定教 

育・保育施設及び特定地域型保育事業所に係る教育・保育の提供体制の確保の内容

及びその実施時期を定める。 

その際、子ども・子育て支援制度が、保護者の選択に基づき、多様な施設又は事

業者から教育・保育を受けられるような提供体制の確保を目的の一つとしているこ

とに鑑み、保護者の就労状況及びその変化等のみならず、子どもの教育・保育施設

の利用状況等に配慮しつつ、柔軟に子どもを受け入れるための体制確保、地域の教

育・保育施設の活用等も勘案し、現在の教育・保育の利用状況及び利用希望を十分

に踏まえた上で定めること。 

この場合において、市町村は、（一）で定めた保育利用率を踏まえ、「待機児童解

消加速化プラン」（平成２５年４月１９日内閣総理大臣公表）において目標年次とし

ている平成２９年度末までに、（一）により定めた各年度の量の見込みに対応する特

定教育・保育施設及び特定地域型保育事業を整備することを目指し、各年度におけ

る提供体制の確保の内容及びその実施時期を定めること。 



なお、当該市町村に居住する子どもについて、他の市町村の教育・保育施設又は

地域型保育事業により教育・保育の利用を確保する必要があると見込まれる場合に

は、あらかじめ、当該他の市町村と調整を行うとともに、必要に応じて、都道府県

が広域的な観点から市町村間の調整を行うこと。 

市町村は、保育の提供を行う意向を有する事業者の把握に努めた上で、情報の提

供を適切に行う等、多様な事業者の参入を促進する工夫を図ることが必要である。

また、市町村は、特別な支援が必要な子どもが円滑に教育・保育を利用できるよ

う、あらかじめ、関係部局と連携して、地域における特別な支援が必要な子どもの

人数等の状況並びに特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所における特別な

支援が必要な子どもの受入れについて可能な限り把握し、必要な調整を行った上で、

教育・保育の提供体制を確保すること。なお、障害児等特別な支援が必要な子ども

が教育・保育を利用する際には、必要に応じて障害児相談支援等との連携を図るほ

か、利用手続を行う窓口において、教育・保育以外の関連施策についても基本的な

情報や必要な書類の提供を行うとともに、教育・保育施設、地域型保育事業を行う

者等は、施設の設置、事業の運営に当たり、円滑な受入れに資するような配慮を行

うことが望ましい。 

なお、「待機児童解消加速化プラン」等により、認可外保育施設の認可施設への移

行を支援しているところであるが、当分の間、イ及びウについてはイ及びウに定め

る確保の内容に加え、市町村又は都道府県が一定の施設基準に基づき運営費支援等

を行っている認可外保育施設等による保育の提供体制について記載することを可能

とする。 

ア 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する子ども特定教

育・保育施設及び幼稚園（特定教育・保育施設に該当するものを除く。） 

イ 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する子ども特定教

育・保育施設 

ウ 法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する子ども年齢区

分ごとに係る特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所（事業所内保育事業

所における労働者枠に係る部分を除く。） 

 

(2) 市町村の認可に係る需給調整の考え方 

 

ア 市町村の認可に係る需給調整の基本的考え方 

市町村長（特別区長を含む。以下同じ。）は、児童福祉法第３４条の１５第５項

の規定により、地域型保育事業に関する認可の申請があった場合において、当該

地域型保育事業を行う者が所在する教育・保育提供区域における特定教育・保育

施設及び特定地域型保育事業所（事業所内保育事業所における労働者枠に係る部

分を除く。以下イにおいて同じ。）の利用定員の総数（法第１９条第１項第３号に

掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）が、市町村子ども・子育て支援事

業計画において定める当該教育・保育提供区域における特定教育・保育施設及び

特定地域型保育事業所に係る必要利用定員総数（当該年度に係る同号に掲げる小

学校就学前子どもに係るものに限る。）に既に達しているか、又は当該認可申請に

係る地域型保育事業所の設置によってこれを超えることになると認めるときは、

地域型保育事業の認可をしないことができる。 

この際、市町村長は、当該認可申請に係る地域型保育事業所が、児童福祉法第

３４条の１５第３項の規定に基づく基準に該当し、かつ、同法第３４条の１６第



１項の条例で定める基準に適合している場合は、認可するものとすることとされ

ているため、認可に係る需給調整については、慎重に取り扱われるべきものであ

ることに留意が必要である。 

 

イ 子ども・子育て支援事業計画において実施しようとするものとして定められた

教育・保育の提供体制の確保の内容に含まれない地域型保育事業の認可申請に係

る需給調整 

子ども・子育て支援事業計画に基づき、教育・保育施設又は地域型保育事業所

の整備を行っている場合において、当該整備を行っている教育・保育施設又は地

域型保育事業所の認可又は認定が行われる前に、地域型保育事業((1)により、実

施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容として子ども・子育て支援事

業計画に定めたものを除く。)の認可の申請があったときは、市町村長は、認可申

請に係る地域型保育事業所が所在する教育・保育提供区域における当該年度の特

定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所（事業所内保育事業所における労働

者枠に係る部分を除き、当該子ども・子育て支援事業計画に基づき基盤整備を行

っている教育・保育施設及び地域型保育事業所を含む。）の利用定員の総数（法第

１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）が、市町村

子ども・子育て支援事業計画において定める当該教育・保育提供区域における当

該年度の特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所に係る必要利用定員総数

（法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）に既

に達しているか、又は当該認可申請に係る地域型保育事業所の設置によってこれ

を超えることになると認めるときは、地域型保育事業の認可をしないことができ

る。この場合において、法第１９条第１項の規定による認定を受けた保護者の認

定区分ごとの人数が、当該認定区分に係る量の見込みを上回っており、機動的な

対応が必要であると認められる場合には、市町村は、地域の実情に応じて、当該

認可申請に係る地域型保育事業所の認可を行うことが望ましい。 

 

３ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て

支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期に関する事項 

 

(一) 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み 

各年度における教育・保育提供区域ごとの地域子ども・子育て支援事業の量の見込

みについては、市町村子ども・子育て支援事業計画を作成しようとするときにおける

当該市町村に居住する子ども及びその保護者の地域子ども・子育て支援事業に該当す

る事業の利用状況及び利用希望把握調査等により把握する利用希望を踏まえて作成す

ること。具体的には、例えば一時預かり事業の量の見込みについては、現行の一時預

かり事業に加え、幼稚園における預かり保育の利用状況や利用希望を踏まえるなど、

地域子ども・子育て支援事業に該当する事業の利用状況及び利用希望を分析し、かつ

評価し、参酌標準（市町村子ども・子育て支援事業計画において地域子ども・子育て

支援事業の量の見込みを定めるに当たって参酌すべき標準として別表第三に掲げるも

のをいう。別表第一において同じ。）を参考として、事業の種類ごとの量の見込みを定

めるとともに、その算定に当たっての考え方を示すこと。 

量の見込みを定める際に、必要に応じて、地域の実情を踏まえて社会的流出入等を

勘案することができる。この場合には、地方版子ども・子育て会議においてその算出

根拠を調査審議するなど、量の見込みの算出根拠の透明化を図ること。 



 

(二) 実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実

施時期 

市町村子ども・子育て支援事業計画においては、（一）により定めた各年度の量の見

込みに対応するよう、事業の種類ごとに、各年度における地域子ども・子育て支援事

業の提供体制の確保の内容及びその実施時期を定める。 

放課後児童健全育成事業の実施に当たっては、引き続き子どもの健全育成を図る中

核的な活動拠点である児童館や放課後子ども教室等との連携に努めるとともに、学校

等とも連携し、放課後や週末等における子どもの安全かつ安心な居場所づくりを推進

することが必要である。 

また、地域子ども・子育て支援事業の実施に当たっては、妊娠・出産期からの切れ

目ない支援に配慮することが重要であり、母子保健関連施策との連携の確保が必要で

ある。このため、妊婦に対する健康診査を始め、母子保健に関する知識の普及、妊産

婦等への保健指導その他の母子保健関連施策等を推進することが必要である。なお、

その実施に当たっては、２１世紀における母子保健の国民運動計画である「健やか親

子２１」の趣旨を十分踏まえること。 

 

４ 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に

関する体制の確保の内容に関する事項 

市町村は、認定こども園が幼稚園及び保育所の機能を併せ持ち、保護者の就労状況及

びその変化等によらず柔軟に子どもを受け入れられる施設であることを踏まえ、現在の

教育・保育の利用状況及び利用希望に沿って教育・保育施設の適切な利用が可能となる

よう、幼稚園及び保育所から認定こども園への移行に必要な支援その他地域の実情に応

じた認定こども園の普及に係る基本的考え方を記載すること。中でも幼保連携型認定こ

ども園については、学校及び児童福祉施設として一の認可の仕組みとした制度改正の趣

旨を踏まえ、その普及に取り組むことが望ましい。 

また、幼稚園教諭と保育士の合同研修に対する支援等の市町村が行う必要な支援に関

する事項を定めること。 

また、第一の子ども・子育て支援の意義に関する事項を踏まえ、質の高い教育・保育

及び地域子ども・子育て支援事業の役割、提供の必要性等に係る基本的考え方及びその

推進方策を定めること。その際、乳幼児期の発達が連続性を有するものであることや、

幼児期の教育が生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることに十分留意す

ること。さらに、第二の二の３に掲げる教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者の

相互の連携並びに認定こども園、幼稚園及び保育所と小学校等との連携についての基本

的考え方を踏まえ、市町村におけるこれらの連携の推進方策を定めること。 

 

三 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する任意記載事項 

市町村子ども・子育て支援事業計画において地域の実情に応じて定めることとされた事項

は、次に掲げる事項その他別表第四に掲げる事項とする。 

 

１ 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の円滑

な利用の確保に関する事項 

市町村は、小学校就学前子どもの保護者が、産前・産後休業、育児休業明けに希望に応

じて円滑に特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を利用できるよう、産前・産後休

業、育児休業期間中の保護者に対する情報提供や相談支援等を行うとともに、利用希望把



握調査の結果を踏まえて設定した教育・保育の量の見込みを基に、計画的に特定教育・保

育施設又は特定地域型保育事業の整備を行うこと。 

特に、現在、零歳児の子どもの保護者が、保育所等への入所時期を考慮して育児休業の

取得をためらったり、取得中の育児休業を途中で切り上げたりする状況があることを踏ま

え、育児休業満了時（原則１歳到達時）からの特定教育・保育施設又は特定地域型保育事

業の利用を希望する保護者が、育児休業満了時から利用できるような環境を整えることが

重要である。 

これらの点を踏まえつつ、各市町村の実情に応じた施策を盛り込むこと。 

 

２ 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との 

連携に関する事項 

次に掲げる施策を踏まえつつ、都道府県が行う施策との連携に関する事項及び各市町村

の実情に応じた施策を記載すること。 

 

(一) 児童虐待防止対策の充実 

市町村においては、養育支援を必要とする家庭を早期に把握し、地域の子育て支援

を活用して虐待を予防するほか、虐待の早期発見、早期対応に努め、児童相談所の権

限や専門性を要する場合には、遅滞なく児童相談所の介入を求めることが重要であり、

このための関係機関との連携強化が不可欠である。 

 

(1) 関係機関との連携及び市町村における相談体制の強化 

市町村における虐待の発生予防、早期発見、早期対応等のためには、地域の関係

機関の連携並びに情報の収集及び共有により支援を行う要保護児童対策地域協議会

（以下「協議会」という。）の取組の強化が必要である。具体的には、協議会に、市

町村（児童福祉、母子保健等の担当部局）、児童相談所、保健センター、保健所、児

童委員、保育所及び児童家庭支援センターその他の児童福祉施設、学校、教育委員

会、警察、医療機関並びにＮＰＯ、ボランティア等の民間団体等幅広い関係者の参

加を得る。また、協議会の効果的な運営並びに市町村の虐待相談対応における組織

的な対応及び適切なアセスメントを確保するため、要保護児童対策調整機関等の市

町村の関係機関への専門性を有する職員の配置や、都道府県等が実施する講習会等

への参加等を通じた市町村の体制の強化及び資質の向上を図る。さらに、市町村は、

一時保護等の実施が適当と判断した場合における児童相談所長等への通知を始め、

児童相談所の専門性や権限を要する場合に児童相談所に適切に援助を求めるほか、

都道府県と相互に協力して、児童虐待による死亡事例等の重大事例の検証を行う。

これらの取組を通じ、市町村は都道府県との連携強化を図ること。 

 

(2) 発生予防、早期発見、早期対応等 

虐待の発生予防のため、健康診査や保健指導等の母子保健活動や地域の医療機関

等との連携、乳児家庭全戸訪問事業の実施等を通じて、妊娠、出産及び育児期に養

育支援を必要とする子どもや妊婦の家庭を早期に把握するとともに、特に支援を必

要とする場合には、養育支援訪問事業等の適切な支援につなげる。また、市町村に

おいて児童福祉担当部局と母子保健担当部局が緊密な連携を図るとともに、医療機

関と市町村が効果的に情報の提供及び共有を行うための連携体制の構築を図ること

が必要である。さらに、虐待の発生予防、早期発見等のため、児童委員やＮＰＯ、

ボランティア等の民間団体等を積極的に活用する。 



 

(3) 社会的養護施策との連携 

市町村が子ども・子育て支援を推進するに際しては、子育て短期支援事業を実施

する児童養護施設等との連携、市町村の求めに応じて技術的助言等を行う児童家庭

支援センターの活用等、社会的養護の地域資源を地域の子ども・子育て支援に活用

するための連携が必要である。他方で、地域の里親や地域分散化を進める児童養護

施設等において子どもが健やかに成長するためには、市町村、学校、民間団体等の

地域の関係機関の理解と協力のほか、里親の開拓や里親支援につながる広報・啓発

等における都道府県との連携により、地域の中で社会的養護が行えるような支援体

制の整備をする。また、母子生活支援施設については、母子が一緒に生活しつつ母

と子の関係に着目した支援を受けることができることから、福祉事務所、児童相談

所、婦人相談所等の関係機関と連携し、その積極的な活用、支援機能の充実、広域

利用の推進を図る。 

 

(二) 母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進 

母子家庭及び父子家庭の自立支援については、子育て短期支援事業、母子家庭等日

常生活支援事業、保育及び放課後児童健全育成事業の利用に際しての配慮等の各種支

援策を推進するほか、母子及び寡婦福祉法、同法に基づく国の基本方針及びこれに則

して都道府県等が策定する母子家庭及び寡婦自立促進計画等の定めるところにより、

子育て・生活支援策、就業支援策、養育費の確保策及び経済的支援策を四本柱として

総合的な自立支援を推進する。 

 

(三) 障害児施策の充実等 

障害の原因となる疾病及び事故の予防、早期発見並びに治療の推進を図るため、妊

婦及び乳幼児に対する健康診査並びに学校における健康診断等を推進することが必要

である。 

また、障害児等特別な支援が必要な子どもの健全な発達を支援し、身近な地域で安

心して生活できるようにする観点から、自立支援医療（育成医療）の給付のほか、年

齢や障害等に応じた専門的な医療や療育の提供が必要である。また、保健、医療、福

祉、教育等の各種施策の円滑な連携により、在宅支援の充実、就学支援を含めた教育

支援体制の整備等の一貫した総合的な取組を推進するとともに、児童発達支援センタ

ー等による地域支援・専門的支援の強化や保育所等訪問支援の活用を通して地域の障

害児等特別な支援が必要な子どもとその家族等に対する支援の充実に努めることが必

要である。 

さらに、自閉症、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）等の発達障害

を含む障害のある子どもについては、障害の状態に応じて、その可能性を最大限に伸

ばし、当該子どもが自立し、社会参加をするために必要な力を培うため、幼稚園教諭、

保育士等の資質や専門性の向上を図るとともに、専門家等の協力も得ながら一人一人

の希望に応じた適切な教育上必要な支援等を行うことが必要である。 

そのためには、乳幼児期を含め早期からの教育相談や就学相談を行うことにより、

本人や保護者に十分な情報を提供するとともに、認定こども園、幼稚園、保育所、小

学校、特別支援学校等において、保護者を含めた関係者が教育上必要な支援等につい

て共通理解を深めることにより、保護者の障害受容及びその後の円滑な支援につなげ

ていくことが重要である。また、本人及び保護者と市町村、教育委員会、学校等とが、

教育上必要な支援等について合意形成を図ることが求められる。 



特に発達障害については、社会的な理解が十分になされていないことから、適切な

情報の周知も必要であり、さらに家族が適切な子育てを行えるよう家族への支援を行

うなど、発達障害者支援センターとの連携を密にしながら、支援体制整備を行うこと

が必要である。 

特定教育・保育施設、特定地域型保育事業を行う者、放課後児童健全育成事業を行

う者等は、障害児等特別な支援が必要な子どもの受入れを推進するとともに、受入れ

に当たっては、各関係機関との連携を図ることが必要である。 

 

３ 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の 

整備に関する施策との連携に関する事項 

次に掲げる施策を踏まえつつ、各市町村の実情に応じた施策をその内容に盛り込むこと。

 

(一) 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し（長時間労働の抑制に取り組む労

使に対する支援等を含む） 

仕事と生活の調和の実現については、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン

ス）憲章」（以下「憲章」という。）及び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」

（以下「行動指針」という。）において、労使を始め国民が積極的に取り組むこと、国

や地方公共団体が支援すること等により、社会全体の運動として広げていく必要があ

るとされている。 

このため、市町村は、地域の実情に応じ、自らの創意工夫の下に、次のような施策

を進めることが望ましい。その際、都道府県、地域の企業、経済団体、労働者団体、

都道府県労働局、仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直しや子ども・子育て

支援に取り組む民間団体等と相互に密接に連携し、協力し合いながら、地域の実情に

応じた取組を進めることが必要である。 

(1) 仕事と生活の調和の実現に向けた労働者、事業主、地域住民の理解や合意形成の

促進及び具体的な実現方法の周知のための広報、啓発 

(2) 法その他の関係法律に関する労働者、事業主、地域住民への広報、啓発 

(3) 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し及び子ども・子育て支援に取り

組む企業及び民間団体の好事例の情報の収集及び提供等 

(4) 仕事と生活の調和に関する企業における研修及びコンサルタント、アドバイザー

の派遣 

(5) 仕事と生活の調和の実現に積極的に取り組む企業の認証、認定や表彰制度等仕事

と生活の調和を実現している企業の社会的評価の促進 

(6) 融資制度や優遇金利の設定、公共調達における優遇措置等による、仕事と生活の

調和の実現に積極的に取り組む企業における取組の支援 

 

(二) 仕事と子育ての両立のための基盤整備 

保育及び放課後児童健全育成事業の充実、子育て援助活動支援事業の設置促進等の

多様な働き方に対応した子育て支援を展開する。 

 

～ 略 ～ 

 

 


